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 独立行政法人酒類総合研究所では、随意契約見直し計画の推進により、従来競争性のな

い随意契約を行ってきたものについて一般競争入札等の競争性のある契約方式への移行を

推進してきたところである。 
 一方で、一般競争入札等を実施した結果、一者応札、一者応募となっている事例が散見

される事態となっている。これは、入札等に付したものの競争性が十分に確保されていな

いことがその一因になっていると考えられ、独立行政法人酒類総合研究所としてもこうし

た事態を回避し実質的な競争性を確保するため、以下のとおり改善方策を定めて取り組む

こととする。 
 
１．独立行政法人酒類総合研究所における一者応札、応募の要因別類型 

  
① 業務に特殊性・専門性があるもの（特殊な知識、技術を要する業務で、対応できる

者が限定的になっているもの） 
 ② 過去に契約実績がある者が有利となっているもの（建物管理等、過去に契約実績が

ありノウハウを持った者などが有利となる分野で、対応できる者が限定的になって

いるもの） 
 ③ 特殊な技術、特定の情報を有する者が有利となっているもの（既存システムの運用・

保守など、開発業者以外の者が参入をしない傾向が見られるもの） 
 ④ 参加可能な者が少数のもの（電力等、調達対象に地域性があったり、特殊であるな

どにより、対応可能な者が限定的になっているもの） 
 
２．改善方策 

  
⑴ 公告期間の十分な確保 

   現在、休日を含めて 10 日間以上としている公告期間について、①過去に一者応札、

応募となった契約で引き続き同様の結果が想定されるもの、及び、②新規の案件であ

っても応札者が少数であると見込まれるものは、原則として開所日で 10日間以上の公

告期間を確保する。 
   なお、公告期間として、公示日の翌日から起算して必要な書類の提出期限の前日ま

での期間とすることを徹底する。 
 



 ⑵ 業務等準備期間の十分な確保 

   一者応札、応募となっている契約については、業務等の内容に応じ、①契約（落札

決定）後の準備期間をよく考慮したうえで契約期間等を設定し、また、②年度当初か

ら業務等が開始されるものについては、落札決定から業務等開始までに十分な期間を

設けられるよう入札実施時期を設定することにより、それぞれ新規参入を促す。 
 
 ⑶ 業者等からの聴き取り 

   業務等に関心を持ち入札説明を受けたものの、後になって入札への参加を取止めた

業者等から、取止めを決定した要因、及び、どのような状況になれば参加が可能と考

えるかなど、事後に聴き取り調査を行い、その結果を集約し検討したうえで対応可能

なものは以後の入札等に反映させる。 
 
３．フォローアップ 

 
  一者応札、応募となっている契約案件については、会計監査等においてその要因を個

別に把握・分析し、それに対応した具体的な方策を講じられるよう、引き続き検討、審

議を行う。 


